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   大垣消防組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計

画 

平成２８年４月１日 

大垣消防組合管理者 

 大垣消防組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画

（以下「本計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律（平成２７年法律第６４号。以下「法」という。）第１５条に基づき、大垣消

防組合管理者が策定する特定事業主行動計画である。 

 

１ 計画期間 

  本計画の期間は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５

年間とする。 

 

２ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

  大垣消防組合では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、

策定推進委員会を設置し、本計画の策定・変更、本計画に基づく取組の実施

状況・数値目標の達成状況の点検・評価等について協議を行うこととしてい

る。 

  厳しい財政状況の折、限られた人員の中で、高度多様化する住民ニーズに

応えていくことは容易ではないが、このような状況の中にあっても、本計画

を通じ、男性も女性も、子どものいる人もいない人も、職員全員で支えあい

活躍できるような職場環境がつくられることを期待する。 

 

３ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

  近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその

個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍することが一層重要とな

っていることに鑑み、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進

し、豊かで活力ある社会を実現することを目的とし、法第１５条第３項及び

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動計

画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号。以下「内閣府令」
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という。）第２条に基づき、大垣消防組合において、女性職員の職業生活にお

ける活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った。当

該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定

する。 

 ⑴ 採用した職員に占める女性職員の割合 

   平成２８年度から平成３２年度までの間、採用者の女性割合を、平均で

８．５％以上にする。 

  ① 平成３２年度までに、採用試験の女性の受験者数を、平成２７年度の

実績（１人）より２人引き上げ、受験者総数に占める女性割合を５％以

上にする。 

  ② 平成３２年度までに、職員に占める女性職員の割合を、平成２７年度

の実績（４人）より４人引き上げ、８人以上にする。 

 ⑵ 職員１人当たりの各月ごとの超過勤務時間 

   平成３２年度までに、職員の平均超過勤務時間を、平成２７年の実績（月

１１．７時間）から６％以上縮減し、月１１．０時間以下にする。 

 ⑶ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

   平成３２年度までに、係長職以上の女性職員の割合を、少なくとも平成

２７年度の実績（０人）より２人引き上げ、職員総数に占める女性割合を

０．９％以上にする。 

 ⑷ 男性職員の育児休業取得率、配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇

取得率及び平均取得日数 

   平成３２年度までに、制度が利用可能な男性職員の育児休業の取得割合

を５．５％以上、配偶者出産休暇（２日間）又は育児参加のための休暇（５

日間）の取得割合を８０％以上にする。 

 

４ 女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期 

  ３で掲げた数値目標その他の目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施す

る。 

 ⑴ 採用した職員に占める女性職員の割合 

   平成２８年度より、仕事と子育てに励む女性職員の声の紹介等により、
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女性が活躍できる職場であることをパンフレット、ホームページ等で広報

する。 

 ⑵ 職員１人当たりの各月ごとの超過勤務時間 

  ① 平成２８年度から、超過勤務の縮減に向け、人事異動のタイミングに

合わせて消防長から全職員向けのメッセージを発信する。 

  ② 平成２８年度から、毎週水曜日の定時退庁の実施徹底を図るとともに、

管理職員が各職員に早期退庁を勧奨する。 

  ③ 平成２８年度から、各所属において、職員の業務分担の見直しを定期

的に行い、各職員の業務量の平準化を図るとともに、取組の結果も踏ま

え、対象所属の拡大について検討を行う。 

  ④ 平成２８年度から、ワークライフバランス推進に資するような効率的

な業務運営や良好な職場づくり、時間当たりの生産性を重視した人事評

価を実施する。 

 ⑶ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

  ① 平成２８年度から、係長・課長補佐・課長の各役職段階における人材

プールの確保を念頭に置いた人材育成を行う。 

  ② 平成２８年度から、女性職員のみを対象とする研修（市町村研修セン

ター）への派遣を行う。 

  ③ 平成２８年度から、子育て中の職員でも昇任試験を受験しやすいよう、

実施日の変更等、柔軟な運用を行う。 

 ⑷ 男性職員の育児休業取得率、配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇

取得率及び平均取得日数 

  ① 平成２８年度から、出産を控えている全ての男女に対し、管理職員又

は人事担当部局による面談を行い、各種両立支援制度（育児休業、配偶

者出産休暇、育児参加のための休暇等）の活用促進やキャリアプランに

関する助言を行う。 

  ② 平成２８年度から、各種両立支援制度に関する情報ハンドブックを、

電子掲示板で常時閲覧できる状態にする等の情報提供を積極的に行う。 

  ③ 平成２８年度から、育児休業等の両立支援制度を利用したことのみに

よって、昇格・昇任に不利益とならないよう取扱いを見直す。 
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  ④ 平成２８年度から、育児休業等の取得前後において、育児休業等から

の円滑な復帰に資する研修や所属職場との連絡体制の確保等の必要な支

援を行う。 

  ⑤ 平成２８年度から、男性の育児休業取得の促進に向けて、管理職員を

対象にした意識改革や職場マネジメントに関する研修を実施する。
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女性活躍推進に関する状況把握【資料編】 

（女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の策定に当たり把握する事項） 

 

１ 採用した職員に占める女性職員の割合（平成２７年度実績） 

採用者数    

 男性 女性 女性割合 

９人 ８人 １人 １１.１％ 

 

２－１ 平均した継続勤続年数の男女の差異（平成２７年４月１日実績） 

勤務年数平均（年）  

 男性 女性 

１１.４年 １６.５年 １０.３年 

 

２－２ 直近の年度の十年度前及びその前後の年度に採用した職員の男女別の

継続任用割合（平成１７年度から平成１９年度までの採用職員実績） 

採用者数   離職率（％）  

 男性 女性  男性 女性 

１６人 １５人 １人 ０％ ０％ ０％ 

 

３ 職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間（平成２７年実績）（単位：時間） 

  ※時間外勤務手当が支給されない職員を除く。 

月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 年計 

男性 10.2 7.5 10.9 9.5 14.3 17.9 15.9 11.8 8.9 11.0 14.7 8.2 140.6 

女性 10.0 21.0 11.0 8.3 12.7 10.0 8.0 9.7 5.3 7.7 7.3 4.0 104.4 

全職員 10.2 7.6 10.9 9.5 14.3 17.7 15.8 11.8 8.8 10.9 14.6 8.1 139.9 
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４ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（平成２７年４月１日現在） 

管理職員数    

 男性 女性 女性割合 

１６人 １６人 ０人 ０％ 

 

５ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（平成２７年４月１日現在） 

役職 
総数 

  
女性 

割合 
 

男性 女性 

部長級 1 人 1 人 0 人 0.0% 

課長級 7 人 7 人 0 人 0.0% 

対策官級 8 人 8 人 0 人 0.0% 

課長補佐級 29 人 29 人 0 人 0.0% 

係長級 30 人 30 人 0 人 0.0% 

主査級 44 人 42 人 2 人 4.5% 

主任級 31 人 31 人 0 人 0.0% 

主事級 60 人 59 人 1 人 1.7% 

主事補級 20 人 19 人 1 人 5.0% 

合計 230 人 226 人 4 人 1.7% 

  （再任用職員） 

再任用職員 

総数 
  

女性 

割合 
 

男性 女性 

2 人 2 人 0 人 0.0% 

合計 2 人 2 人 0 人 0.0% 
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６ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（平成２７年実績） 

男性 女性 

取得可能 

人数 
取得者 取得率 取得期間 

取得可能 

人数 
取得者 取得率 取得期間 

１７人 ０人 ０％ － １人 １人 １００％ ２.８年 

 

７ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得

日数（平成２７年実績） 

子どもが生まれた職員数 １７人 

配偶者出産休暇 

取得者数 １３人 

取得率 ７６.５％ 

取得日数 ２日 

育児参加休暇 

取得者数 ０人 

取得率 ０％ 

取得日数 － 

 


